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(57)【要約】
【課題】透明基材材料や透明保護材料に使用できる、高温高湿な環境においても反りを防
止することができる形状安定性に優れる樹脂積層体を提供する。
【解決手段】ポリカーボネート樹脂を主成分とするポリカーボネート系樹脂（Ａ）シート
の少なくとも一方の面に、熱可塑性樹脂（Ｂ）が積層されてなる樹脂積層体であって、熱
可塑性樹脂（Ｂ）が、芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量％、不飽和ジカルボン酸無
水物単量体単位を３～１８質量％、アクリル化合物単量体単位を５７～９２質量％を含む
共重合体（ｂ）であり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の
総厚が７００μｍ以上であり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）
の層の総厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合が０.１～２５％である、樹脂
積層体。
【選択図】無し
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリカーボネート樹脂を主成分とするポリカーボネート系樹脂（Ａ）シートの少なくと
も一方の面に、熱可塑性樹脂（Ｂ）が積層されてなる樹脂積層体であって、
　熱可塑性樹脂（Ｂ）が、
　芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量％、不飽和ジカルボン酸無水物単量体単位を３
～１８質量％、アクリル化合物単量体単位を５７～９２質量％を含む共重合体（ｂ）であ
り、
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚が７００μｍ以上
であり、
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚に対する熱可塑性
樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合が０.１～２５％である、樹脂積層体。
【請求項２】
　共重合体（ｂ）に含まれる不飽和ジカルボン酸無水物単量体単位が、無水マレイン酸で
ある、請求項１に記載の樹脂積層体。
【請求項３】
　共重合体（ｂ）に含まれるアクリル化合物単量体単位が、（メタ）アクリル酸エステル
である、請求項１または２に記載の樹脂積層体。
【請求項４】
　共重合体（ｂ）に含まれる芳香族ビニル単量体単位が、スチレンである、請求項１～３
のいずれかに記載の樹脂積層体。
【請求項５】
　共重合体（ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）が５０，０００～２５０，０００である、請
求項１～４のいずれかに記載の樹脂積層体。
【請求項６】
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が２５，０００～７５，０００である
、請求項１～５のいずれかに記載の樹脂積層体。
【請求項７】
　樹脂積層体の全光線透過率が７５％以上であり、Ｈａｚｅが１０％以下である、請求項
１～６のいずれかに記載の樹脂積層体。
【請求項８】
　熱可塑性樹脂（Ｂ）の層およびポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層の少なくとも一方が
紫外線吸収剤を含有する、請求項１～７のいずれかに記載の樹脂積層体。
【請求項９】
　熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の表面にハードコート層をさらに備える、請求項１～８のいず
れかに記載の樹脂積層体。
【請求項１０】
　樹脂積層体の片面または両面に、耐指紋処理、反射防止処理、防眩処理、耐候性処理、
帯電防止処理および防汚処理のいずれか一つ以上が施されてなる、請求項１～９のいずれ
かに記載の樹脂積層体。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の樹脂積層体を含む透明基板材料。
【請求項１２】
　請求項１～１０のいずれかに記載の樹脂積層体を含む透明保護材料。
【請求項１３】
　請求項１～１０のいずれかに記載の樹脂積層体を含むタッチパネル前面保護板。
【請求項１４】
　請求項１～１０のいずれかに記載の樹脂積層体を含む、ＯＡ機器用または携帯電子機器
用の前面板。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明な基材材料や保護材料に使用され、ポリカーボネート系樹脂層と特定の
熱可塑性樹脂層を特定の総厚、かつ、特定の割合で有する、高温高湿下に曝されても耐反
り変形性に優れる樹脂積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　アクリル樹脂は表面硬度、透明性、耐擦傷性および耐候性などに優れる。一方、ポリカ
ーボネート樹脂は耐衝撃性などに優れる。このことからアクリル樹脂層とポリカーボネー
ト樹脂層を有する積層体は、表面硬度、透明性、耐擦傷性、耐候性および耐衝撃性などに
優れ、自動車部品、家電製品、電子機器および携帯型情報端末の表示窓に用いられている
。しかし、アクリル樹脂層とポリカーボネート樹脂層を有する積層体は、高温高湿下であ
る屋外や車中で使用される場合に、反りが発生する問題を抱えている。
【０００３】
　また、特許文献１（特開平５－５９３２１号公報）では、特定のα－メチルスチレン単
量体とメタクリル酸メチル単量体とこれらと共重合可能な単量体とを含む共重合体をポリ
カーボネート樹脂に被覆させた積層体の記載があるが、高温高湿下での反りに関する記載
がない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平５－５９３２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、透明基材材料や透明保護材料に使用できる、高温高湿な環境においても反り
を防止することができる形状安定性に優れる樹脂積層体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、ポリカーボネート樹脂を
主成分とするポリカーボネート系樹脂（Ａ）シートの少なくとも一方の面に、熱可塑性樹
脂（Ｂ）を積層させ、この熱可塑性樹脂（Ｂ）を芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量
％、不飽和ジカルボン酸無水物単量体単位を３～１８質量％、アクリル化合物単量体単位
を５７～９２質量％を含む共重合体（ｂ）とし、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）層と熱可
塑性樹脂（Ｂ）層の総厚を７００μｍ以上とし、さらに、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）
の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合を０
.１～２５％とすることにより、高温高湿な環境においても反りを防止することができる
形状安定性に優れる樹脂積層体が得られることを見出し、本発明に到達した。
【０００７】
　すなわち、本発明は、以下に記載する特徴を有するものである。
［１］　ポリカーボネート樹脂を主成分とするポリカーボネート系樹脂（Ａ）シートの少
なくとも一方の面に、熱可塑性樹脂（Ｂ）が積層されてなる樹脂積層体であって、
　熱可塑性樹脂（Ｂ）が、
　芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量％、不飽和ジカルボン酸無水物単量体単位を３
～１８質量％、アクリル化合物単量体単位を５７～９２質量％を含む共重合体（ｂ）であ
り、
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚が７００μｍ以上
であり、
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚に対する熱可塑性
樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合が０.１～２５％である、樹脂積層体である。
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［２］共重合体（ｂ）に含まれる不飽和ジカルボン酸無水物単量体単位が、無水マレイン
酸である、上記［１］に記載の樹脂積層体である。
［３］共重合体（ｂ）に含まれるアクリル化合物単量体単位が、（メタ）アクリル酸エス
テルである、上記［１］または［２］に記載の樹脂積層体である。
［４］共重合体（ｂ）に含まれる芳香族ビニル単量体単位が、スチレンである、上記［１
］～［３］のいずれかに記載の樹脂積層体である。
［５］共重合体（ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）が５０，０００～２５０，０００である
、上記［１］～［４］のいずれかに記載の樹脂積層体である。
［６］ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が２５，０００～７５，０００で
ある、［１］～［５］のいずれかに記載の樹脂積層体である。
［７］樹脂積層体の全光線透過率が７５％以上であり、Ｈａｚｅが１０％以下である、上
記［１］～［６］のいずれかに記載の樹脂積層体である。
［８］熱可塑性樹脂（Ｂ）の層およびポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層の少なくとも一
方が紫外線吸収剤を含有する、上記［１］～［７］のいずれかに記載の樹脂積層体である
。
［９］熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の表面にハードコート層をさらに備える、上記［１］～［
８］のいずれかに記載の樹脂積層体である。
［１０］樹脂積層体の片面または両面に、耐指紋処理、反射防止処理、防眩処理、耐候性
処理、帯電防止処理および防汚処理のいずれか一つ以上が施されてなる、［１］～［９］
のいずれかに記載の樹脂積層体である。
［１１］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の樹脂積層体を含む透明基板材料である
。
［１２］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の樹脂積層体を含む透明保護材料である
。
［１３］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の樹脂積層体を含むタッチパネル前面保
護板である。
［１４］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の樹脂積層体を含む、ＯＡ機器用または
携帯電子機器用の前面板である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、高温高湿な環境下における反り防止性などの形状安定性を有する樹脂
積層体が提供され、該樹脂積層体は透明基板材料や透明保護材料として用いることができ
る。具体的には携帯電話端末、携帯型電子遊具、携帯情報端末、モバイルＰＣといった携
帯型のディスプレイデバイスや、ノート型ＰＣ、デスクトップ型ＰＣ液晶モニター、液晶
テレビといった設置型のディスプレイデバイスなどにおいて、例えばこれらの機器を保護
する前面板として、好適に使用することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明について製造例や実施例等を例示して詳細に説明するが、本発明は例示さ
れる製造例や実施例等に限定されるものではなく、本発明の内容を大きく逸脱しない範囲
であれば任意の方法に変更して行うこともできる。
【００１０】
　本発明は、ポリカーボネート樹脂を主成分とするポリカーボネート系樹脂シート（Ａ）
の少なくとも一方の面に、熱可塑性樹脂（Ｂ）が積層されてなる樹脂積層体に関するもの
であり、この熱可塑性樹脂（Ｂ）が、芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量％、不飽和
ジカルボン酸無水物単量体単位を３～１８質量％、アクリル化合物単量体単位を５７～９
２質量％を含む共重合体（ｂ）であり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹
脂（Ｂ）の層の総厚が７００μｍ以上であり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可
塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合が０.１～２５
％であることを特徴とする樹脂積層体に関するものである。
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＜ポリカーボネート系樹脂（Ａ）＞
　本発明に使用されるポリカーボネート系樹脂（Ａ）はポリカーボネート樹脂を主成分と
するポリカーボネート系樹脂である。ここで、「ポリカーボネート樹脂を主成分とする」
とは、ポリカーボネート樹脂の含有量が５０質量％を超えることを意味する。ポリカーボ
ネート系樹脂（Ａ）は、７５質量％以上のポリカーボネート樹脂を含んでいるのが好まし
く、９０質量％以上のポリカーボネート樹脂を含んでいるのがより好ましく、実質的にポ
リカーボネート樹脂からなるのがさらに好ましい。ポリカーボネート系樹脂（Ａ）は分子
主鎖中に炭酸エステル結合を含む。即ち、－［Ｏ－Ｒ－ＯＣＯ］－単位（式中、Ｒが脂肪
族基、芳香族基、又は脂肪族基と芳香族基の双方を含むもの、さらに直鎖構造あるいは分
岐構造を持つものを示す）を含むものであれば特に限定されるものではないが、特に下記
式［１］の構造単位を含むポリカーボネートを使用することが好ましい。このようなポリ
カーボネートを使用することで、耐衝撃性に優れた樹脂積層体を得ることができる。
【化１】

　具体的には、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）として、芳香族ポリカーボネート樹脂（例
えば、三菱エンジニアリングプラスチックス株式会社から市販されている、ユーピロンＳ
－２０００、ユーピロンＳ－１０００、ユーピロンＥ－２０００）等が使用可能である。
【００１２】
　近年、前面板にも曲げ加工を行うような要望が増えていることから、ポリカーボネート
系樹脂（Ａ）は、下記式［２］で表わされる１価フェノールを末端停止剤として用いて合
成することが好ましい。
【化２】

（式中、Ｒ１は、炭素数８～３６のアルキル基、又は炭素数８～３６のアルケニル基を表
し、
　Ｒ２～Ｒ５はそれぞれ水素、ハロゲン、又は置換基を有してもよい炭素数１～２０のア
ルキル基若しくは炭素数６～１２のアリール基を表し、置換基は、ハロゲン、炭素数１～
２０のアルキル基、又は炭素数６～１２のアリール基である。）
【００１３】
　一般式［２］の１価フェノールは、下記式［３］で表わされる１価フェノールであるこ
とがより好ましい。
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【化３】

（式中、Ｒ１は、炭素数８～３６のアルキル基、又は、炭素数８～３６のアルケニル基を
表す。）
【００１４】
　一般式［２］又は一般式［３］におけるＲ１の炭素数は特定の数値範囲内であることが
より好ましい。具体的には、Ｒ１の炭素数の上限値として２２がより好ましく、１８が特
に好ましい。また、Ｒ１の炭素数の下限値として、１２がより好ましい。
【００１５】
　一般式［２］又は一般式［３］で示される１価フェノール（末端停止剤）の中でも、パ
ラヒドロキシ安息香酸ヘキサデシルエステル、パラヒドロキシ安息香酸２－ヘキシルデシ
ルエステルのいずれかもしくは両方を末端停止剤として使用することが特に好ましい。
【００１６】
　Ｒ１として、例えば、炭素数１６のアルキル基を有する１価フェノール（末端停止剤）
を使用した場合、ガラス転移温度、溶融流動性、成形性、耐ドローダウン性、ポリカーボ
ネート樹脂製造時の１価フェノールの溶剤溶解性が優れており、本発明に用いるポリカー
ボネート樹脂に使用する末端停止剤として、特に好ましい。
【００１７】
　一方、一般式［２］又は一般式［３］におけるＲ１の炭素数が増加しすぎると、１価フ
ェノール（末端停止剤）の有機溶剤溶解性が低下する傾向があり、ポリカーボネート樹脂
製造時の生産性が低下することがある。
　一例として、Ｒ１の炭素数が３６以下であれば、ポリカーボネート樹脂を製造するにあ
たって生産性が高く、経済性も良い。Ｒ１の炭素数が２２以下であれば、１価フェノール
は、特に有機溶剤溶解性に優れており、ポリカーボネート樹脂を製造するにあたって生産
性を非常に高くすることができ、経済性も向上する。
　一般式［２］又は一般式［３］におけるＲ１の炭素数が小さすぎると、ポリカーボネー
ト樹脂のガラス転移温度が十分に低い値とはならず、熱成形性が低下することがある。
【００１８】
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）に含まれる他の樹脂としては、ポリエステル系樹脂があ
る。ポリエステル系樹脂は、ジカルボン酸成分として、テレフタル酸を主成分として含ん
でいればよく、テレフタル酸以外のジカルボン酸成分を含んでいてもよい。
　例えば、主成分であるエチレングリコール８０～６０（モル比率）に対して１，４－シ
クロヘキサンジメタノールを２０～４０（モル比率、合計１００）含むグリコール成分と
が重縮合してなるポリエステル系樹脂、所謂「ＰＥＴＧ」が好ましい。また、ポリカーボ
ネート系樹脂（Ａ）には、エステル結合とカーボネート結合をポリマー骨格中に有するポ
リエステルカーボネート系樹脂が含まれていてもよい。
【００１９】
　本発明において、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の重量平均分子量は、樹脂積層体の耐
衝撃性および成形条件に影響する。つまり、重量平均分子量が小さ過ぎる場合は、樹脂積
層体の耐衝撃性が低下するので好ましくない。重量平均分子量が大き過ぎる場合は、ポリ
カーボネート系樹脂（Ａ）を含む樹脂層を積層させる時に過剰な熱源を必要とする場合が
あり、好ましくない。また成形法によっては高い温度が必要になるので、ポリカーボネー
ト系樹脂（Ａ）が高温にさらされることになり、その熱安定性に悪影響を及ぼすことがあ
る。ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の重量平均分子量は、１５，０００～７５，０００が
好ましく、２０，０００～７０，０００がより好ましい。さらに好ましくは２５，０００
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～６５，０００である。
【００２０】
＜ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の重量平均分子量の測定法＞
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の重量平均分子量は、特開２００７－１７９０１８号公
報の段落００６１～００６４の記載に基づいて測定することができる。測定法の詳細を以
下に示す。
【表１】

【００２１】
　標準ポリマーとしてポリスチレン（ＰＳ）を使用して測定を行った後、ユニバーサルキ
ャリブレーション法により、溶出時間とポリカーボネート（ＰＣ）の分子量との関係を求
めて検量線とする。そして、ＰＣの溶出曲線（クロマトグラム）を検量線の場合と同一の
条件で測定し、溶出時間（分子量）とその溶出時間のピーク面積（分子数）とから各平均
分子量を求める。分子量Ｍｉの分子数をＮｉとすると、重量平均分子量は、以下のように
表される。また換算式は以下の式を使用した。
（重量平均分子量）
Ｍｗ＝Σ（ＮｉＭｉ２）／Σ（ＮｉＭｉ）
（換算式）
ＭＰＣ＝０．４７８２２ＭＰＳ１．０１４７０

なお、ＭＰＣはＰＣの分子量、ＭＰＳはＰＳの分子量を示す。
【００２２】
　本発明に使用されるポリカーボネート系樹脂（Ａ）の製造方法は、公知のホスゲン法（
界面重合法）、エステル交換法（溶融法）等、使用するモノマーにより適宜選択できる。
【００２３】
＜熱可塑性樹脂（Ｂ）＞
　本発明に使用される熱可塑性樹脂（Ｂ）は、後述の共重合体（ｂ）である。共重合体（
ｂ）の構成要素について以下に説明する。
【００２４】
［共重合体（ｂ）］
　本発明による熱可塑性樹脂（Ｂ）は芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量％、不飽和
ジカルボン酸無水物単量体単位を３～１８質量％、アクリル化合物単量体単位を５７～９
２質量％を含む共重合体（ｂ）である。
【００２５】
　芳香族ビニル単量体としては、特に限定されず、任意の公知の芳香族ビニル単量体を用
いる事が出来るが、入手の容易性の観点から、スチレン、α―メチルスチレン、ｏ―メチ
ルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｔ－ブチルスチレン等が挙げら
れる。これらの中でも、相溶性の観点からスチレンが特に好ましい。これらの芳香族ビニ
ル単量体は２種以上を混合してもよい。
【００２６】
　不飽和ジカルボン酸無水物単量体としては、マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸、
アコニット酸等の酸無水物が挙げられ、アクリル樹脂との相溶性の観点から無水マレイン
酸が好ましい。これらの不飽和ジカルボン酸無水物単量体は２種以上を混合してもよい。
【００２７】
　本明細書において、「アクリル化合物単量体」には、アクリロニトリル、メタアクリロ
ニトリル、アクリル酸、メタクリル酸および（メタ）アクリル酸エステルが含まれるもの
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とする。（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えばアクリル酸メチル、アクリル酸エ
チル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸２エチルヘキシル、メタクリル酸メチル、メタ
クリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－ブチル及びメタクリル酸２エチルヘキシル等が挙げら
れる。その中でも、アクリル樹脂との相溶性の観点から（メタ）アクリル酸エステルが好
ましく、その中でもメタクリル酸メチル（ＭＭＡ）がより好ましい。これらのアクリル化
合物単量体は２種以上を混合してもよい。
【００２８】
　共重合体（ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は５０，０００～２５０，０００であるのが
好ましく、１００，０００～２００，０００であるのがより好ましい。重量平均分子量が
５０，０００～２５０，０００である場合において、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）と積
層でフローマークなどの外観不良が発生しにくい。なお、重量平均分子量（Ｍｗ）、数平
均分子量（Ｍｎ）、及び分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、溶媒としてＴＨＦやクロロホルム
を用いたゲルパーミエーションクロマトグラフィーを用いて測定を行うことができる。
【００２９】
＜各種材料製造方法＞
　本発明の合成樹脂積層体の製造方法は、特に限定されない。例えば、個別に形成した熱
可塑性樹脂層（Ｂ）と、ポリカーボネート系樹脂層（Ａ）とを積層して両者を加熱圧着す
る方法、個別に形成した熱可塑性樹脂層（Ｂ）とポリカーボネート系樹脂層（Ａ）とを積
層して、両者を接着剤によって接着する方法、熱可塑性樹脂（Ｂ）層とポリカーボネート
系樹脂（Ａ）層とを共押出成形する方法、予め形成しておいた熱可塑性樹脂（Ｂ）層を用
いて、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）をインモールド成形して一体化する方法、などの各
種方法があるが、製造コストや生産性の観点からは、共押出成形する方法が好ましい。
【００３０】
　本発明において、熱可塑性樹脂（Ｂ）の製造方法には特に制限はなく、必要な成分を、
例えばタンブラーやヘンシェルミキサー、スーパーミキサーなどの混合機を用いて予め混
合しておき、その後バンバリーミキサー、ロール、ブラベンダー、単軸押出機、二軸押出
機、加圧ニーダーなどの機械で溶融混練するといった公知の方法が適用できる。
【００３１】
＜樹脂積層体＞
　本発明の樹脂積層体は、ポリカーボネート樹脂を主成分とするポリカーボネート系樹脂
（Ａ）シートの少なくとも一方の面に、熱可塑性樹脂（Ｂ）が積層されてなる樹脂積層体
である。
【００３２】
　本発明において、樹脂積層体（シート）におけるポリカーボネート系樹脂（Ａ）層と熱
可塑性樹脂（Ｂ）層の総厚、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の
層の総厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合、および熱可塑性樹脂（Ｂ）層の
組成が、樹脂積層体の高温高湿な環境下における反りに影響する。つまり、熱可塑性樹脂
（Ｂ）が、芳香族ビニル単量体単位を５～２５質量％、不飽和ジカルボン酸無水物単量体
単位を３～１８質量％、アクリル化合物単量体単位を５７～９２質量％を含む共重合体（
ｂ）であり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚が７０
０μｍ以上であり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）の層と熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の総厚
に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）の層の厚みの割合が０.１～２５％であることで、高温高湿
な環境下においても反りを抑制することができる。したがって、ポリカーボネート系樹脂
（Ａ）層と熱可塑性樹脂（Ｂ）層の総厚が薄すぎると高温高湿な環境下における反りが大
きくなり、総厚が厚い時には高温高湿な環境下における反りが小さくなる。具体的には、
ポリカーボネート系樹脂（Ａ）層と熱可塑性樹脂（Ｂ）層の総厚は好ましくは７００μｍ
以上、より好ましくは８００μｍ以上、さらに好ましくは１，０００μｍ以上である。ま
た総厚は、４，０００μｍ以下が好ましく、３，０００μｍ以下がより好ましく、２，０
００μｍ以下がさらに好ましい。
【００３３】
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　本発明において、熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚さは、樹脂積層体の表面硬度や耐衝撃性に
影響する。つまり、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）層と熱可塑性樹脂（Ｂ）層の総厚に対
する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合が小さすぎると表面硬度が低くなり、好ましくな
い。ポリカーボネート系樹脂（Ａ）層と熱可塑性樹脂（Ｂ）層の総厚に対する熱可塑性樹
脂（Ｂ）層の厚みの割合が大きすぎると耐衝撃性が悪くなり好ましくない。総厚に対する
熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１～２５％が好ましく、２～２０％がより好ましい
。さらに好ましくは２～１１％であり、特に好ましくは３～１１％である。
【００３４】
　本発明において、樹脂積層体（シート）の外観上、全光線透過率は好ましくは７５％以
上、より好ましくは８０％以上、さらに好ましくは８５％以上である。全光線透過率の上
限値は、好ましくは９５％である。樹脂積層体（シート）のＨａｚｅ（ヘイズ）は好まし
くは３０％以下、より好ましくは２５％以下、さらに好ましくは２０％以下である。Ｈａ
ｚｅの下限値は好ましくは０％である。
【００３５】
＜任意の添加剤＞
　本発明において、基材層を形成するポリカーボネート系樹脂（Ａ）および／または表層
を形成する熱可塑性樹脂（Ｂ）には、上述の主たる成分以外の成分を含めることができる
。
【００３６】
　例えば、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）および／または熱可塑性樹脂（Ｂ）には、紫外
線吸収剤を混合して使用することができる。紫外線吸収剤の含有量が多過ぎると、成形法
によっては過剰な紫外線吸収剤が高い温度がかかることによって飛散し、成形環境を汚染
するため不具合を起こすことがある。このことから紫外線吸収剤の含有割合は０～５質量
％が好ましく、０～３質量％がより好ましく、さらに好ましくは０～１質量％である。紫
外線吸収剤としては、例えば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－
４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン、２
－ヒドロキシ－４－ドデシロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクタデシロキ
シベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，２’－
ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒド
ロキシベンゾフェノンなどのベンゾフェノン系紫外線吸収剤、２－（２－ヒドロキシ－５
－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ－ブチ
ルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－ｔ－ブチル－５－メチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４，６－ビ
ス（１－メチル－１－フェニルエチル）フェノールなどのベンゾトリアゾール系紫外線吸
収剤、サリチル酸フェニル、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシベンゾエートなどのベンゾエート系紫外線吸収剤、ビス（２，２，６，
６－テトラメチルピペリジン－４－イル）セバケートなどのヒンダードアミン系紫外線吸
収剤、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－メトキシフェニル）－１，３，
５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－エトキシフェニル）
－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－（２－ヒドロキシ－４－プロポキシフ
ェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－（２－ヒドロキシ－４－ブト
キシフェニル）１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－
４－ブトキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒ
ドロキシ－４－ヘキシルオキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニ
ル－６－（２－ヒドロキシ－４－オクチルオキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、
２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－ドデシルオキシフェニル）－１，３，
５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－ベンジルオキシフェ
ニル）－１，３，５－トリアジンなどのトリアジン系紫外線吸収剤などが挙げられる。混
合の方法は特に限定されず、全量コンパウンドする方法、マスターバッチをドライブレン
ドする方法、全量ドライブレンドする方法などを用いることができる。
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【００３７】
　本発明において、基材層を形成するポリカーボネート系樹脂（Ａ）および／または表層
を形成する熱可塑性樹脂（Ｂ）には、上記紫外線吸収剤以外にも、各種添加剤を混合して
使用することができる。そのような添加剤としては、例えば、抗酸化剤や抗着色剤、抗帯
電剤、離型剤、滑剤、染料、顔料、可塑剤、難燃剤、樹脂改質剤、相溶化剤、有機フィラ
ーや無機フィラーといった強化材などが挙げられる。混合の方法は特に限定されず、全量
コンパウンドする方法、マスターバッチをドライブレンドする方法、全量ドライブレンド
する方法などを用いることができる。
【００３８】
＜任意の処理＞
　本発明において、熱可塑性樹脂（Ｂ）層の表面、またはポリカーボネート系樹脂（Ａ）
層の表面にハードコート処理を施してもよい。例えば、熱エネルギーおよび／または光エ
ネルギーを用いて硬化させるハードコート塗料を用いるハードコート処理によりハードコ
ート層を形成する。熱エネルギーを用いて硬化させるハードコート塗料としては、例えば
、ポリオルガノシロキサン系、架橋型アクリル系などの熱硬化性樹脂組成物が挙げられる
。また、光エネルギーを用いて硬化させるハードコート塗料としては、例えば、１官能お
よび／または多官能であるアクリレートモノマーおよび／またはオリゴマーからなる樹脂
組成物に光重合開始剤が加えられた光硬化性樹脂組成物などが挙げられる。
【００３９】
　本発明における熱可塑性樹脂（Ｂ）層の表面、またはポリカーボネート系樹脂（Ａ）層
の表面上に施す、光エネルギーを用いて硬化させるハードコート塗料としては、例えば、
１，９－ノナンジオールジアクリレート２０～６０質量％と、１，９－ノナンジオールジ
アクリレートと共重合可能な２官能以上の多官能（メタ）アクリレートモノマーならびに
２官能以上の多官能ウレタン（メタ）アクリレートオリゴマーおよび／または２官能以上
の多官能ポリエステル（メタ）アクリレートオリゴマーおよび／または２官能以上の多官
能エポキシ（メタ）アクリレートオリゴマーからなる化合物４０～８０質量％とからなる
樹脂組成物の１００質量部に、光重合開始剤が１～１０質量部添加された光硬化性樹脂組
成物などが挙げられる。
【００４０】
　本発明におけるハードコート塗料を塗布する方法は特に限定されず、公知の方法を用い
ることができる。例えば、スピンコート法、ディップ法、スプレー法、スライドコート法
、バーコート法、ロールコート法、グラビアコート法、メニスカスコート法、フレキソ印
刷法、スクリーン印刷法、ビートコート法、捌け法などが挙げられる。
【００４１】
　ハードコート層の密着性を向上させる目的で、ハードコート処理前に塗布面の前処理を
行うことがある。処理例として、サンドブラスト法、溶剤処理法、コロナ放電処理法、ク
ロム酸処理法、火炎処理法、熱風処理法、オゾン処理法、紫外線処理法、樹脂組成物によ
るプライマー処理法などの公知の方法が挙げられる。
【００４２】
　本発明における熱可塑性樹脂（Ｂ）層、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）層及びハードコ
ート層の各材料、例えば、熱可塑性樹脂（Ｂ）およびポリカーボネート系樹脂（Ａ）等は
、フィルター処理によりろ過精製されることが好ましい。フィルターを通して生成あるい
は積層する事により異物や欠点といった外観不良が少ない合成樹脂積層体を得ることが出
来る。ろ過方法に特に制限はなく、溶融ろ過、溶液ろ過、あるいはその組み合わせ等を使
うことが出来る。
【００４３】
　使用するフィルターに特に制限はなく、公知のものが使用でき、各材料の使用温度、粘
度、ろ過精度により適宜選ばれる。フィルターの濾材としては、特に限定されないがポリ
プロピレン、コットン、ポリエステル、ビスコースレイヨンやグラスファイバーの不織布
あるいはロービングヤーン巻物、フェノール樹脂含浸セルロース、金属繊維不織布焼結体
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、金属粉末焼結体、ブレーカープレート、あるいはこれらの組み合わせなど、いずれも使
用可能である。特に耐熱性や耐久性、耐圧力性を考えると金属繊維不織布を焼結したタイ
プが好ましい。
【００４４】
　ろ過精度は、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）については、５０μｍ以下、好ましくは３
０μｍ以下、さらに好ましくは１０μｍ以下である。またハードコート剤のろ過精度は、
樹脂積層体の最表層に塗布される事から、２０μｍ以下、好ましくは１０μｍ以下、さら
に好ましくは５μｍ以下である。
【００４５】
　熱可塑性樹脂（Ｂ）とポリカーボネート系樹脂（Ａ）のろ過については、例えば熱可塑
性樹脂溶融ろ過に用いられているポリマーフィルターを使うことが好ましい。ポリマーフ
ィルターは、その構造によりリーフディスクフィルター、キャンドルフィルター、パック
ディスクフィルター、円筒型フィルターなどに分類されるが、特に有効ろ過面積が大きい
リーフディスクフィルターが好適である。
【００４６】
　本発明の樹脂積層体には、その片面または両面に耐指紋処理、反射防止処理、防汚処理
、帯電防止処理、耐候性処理および防眩処理のいずれか一つ以上を施すことができる。反
射防止処理、防汚処理、帯電防止処理、耐候性処理および防眩処理の方法は、特に限定さ
れず、公知の方法を用いることができる。例えば、反射低減塗料を塗布する方法、誘電体
薄膜を蒸着する方法、帯電防止塗料を塗布する方法などが挙げられる。
【実施例】
【００４７】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明する。ただし、本発明はこれらの実施例によ
り何ら制限されるものではない。
【００４８】
　製造例で得られた積層樹脂の物性測定および実施例ならびに比較例で得られた合成樹脂
積層体の評価は以下のように行った。
【００４９】
＜高温高湿環境下の反り試験＞
　樹脂積層体の試験片を１０ｃｍ×６ｃｍ四方に切り出した。試験片を２点支持型のホル
ダーにセットして温度２３℃、相対湿度５０％に設定した環境試験機に２４時間以上投入
して状態調整した後、反りを測定した。このときの値を処理前反り量の値とした。次に試
験片をホルダーにセットして温度８５℃、相対湿度８５％に設定した環境試験機の中に投
入し、その状態で１２０時間保持した。さらに温度２３℃、相対湿度５０％に設定した環
境試験機の中にホルダーごと移動し、その状態で４時間保持後に再度反りを測定した。こ
のときの値を処理後反り量の値とした。反りの測定には、電動ステージ具備の３次元形状
測定機を使用し、取り出した試験片を上に凸の状態で水平に静置し、１ｍｍ間隔でスキャ
ンし、中央部の盛り上がりを反りとして計測した。処理前後の反り量の差の絶対値、すな
わち｜（処理後反り量）－（処理前反り量）｜を反り変化量として評価した。その際、反
り変化量が７００μｍを超えると、肉眼でも反りが認識できるようになる場合があるため
、下記の基準で反り試験の合否判定を行った。
○（合格）：樹脂積層体の反り変化量≦７００μｍ
×（不合格）：上記の範囲以外
【００５０】
＜鉛筆引っかき硬度試験＞
　ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に準拠し、表面に対して角度４５度、荷重７５０ｇで熱
可塑性樹脂（Ｂ）層表面に硬度の低い方から順番に鉛筆を押し付け、傷跡を生じなかった
最も硬い鉛筆の硬度を鉛筆硬度として評価した。鉛筆硬度は、ランクが低い順に、２Ｂ、
Ｂ、ＨＢ、Ｆ、Ｈ、２Ｈ、３Ｈおよび４Ｈで示される。下記の基準で鉛筆引っかき硬度試
験の合否判定を行い、△以上を合格とした。



(12) JP 2018-20522 A 2018.2.8

10

20

30

40

50

○：熱可塑性樹脂（Ｂ）表面の鉛筆硬度が２Ｈ以上
△：熱可塑性樹脂（Ｂ）表面の鉛筆硬度がＨ
×：熱可塑性樹脂（Ｂ）表面の鉛筆硬度がＨ未満
【００５１】
＜耐衝撃試験＞
　樹脂積層体の試験片を８ｃｍ×８ｃｍ四方に切り出して、試験片の熱可塑性樹脂（Ｂ）
層を上面にして、両面を直径６ｃｍの円の穴が開いた治具に支持した。円の中心に重さ４
０ｇの砲金製４ｍｍＲ半球状の弾丸を１０ｃｍの高さから落とし、試験片が破断するまで
１０ｃｍずつ高さを上げて試験した。そして、破断しない最大高さを耐衝撃性として評価
した。下記の基準で耐衝撃性の合否の判定を行った。
○（合格）：破断しない最大高さが６０ｃｍ以上
×（不合格）：上記の範囲以外
【００５２】
＜全光線透過率測定＞
　反射・透過率計ＨＲ－１００型（株式会社村上色彩技術研究所製）を用いて樹脂積層体
の全光線透過率をＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に準じて測定し、下記の基準で全光線透過率試
験の合否判定を行った。
○（合格）：樹脂積層体の全光線透過率≧７５％
×（不合格）：上記の範囲以外
【００５３】
＜Ｈａｚｅ測定＞
　反射・透過率計ＨＲ－１００型（株式会社村上色彩技術研究所製）を用いて樹脂積層体
のＨａｚｅをＪＩＳ　Ｋ７１３６に準じて測定し、下記の基準でＨａｚｅ試験の合否判定
を行った。
○（合格）：樹脂積層体のＨａｚｅ≦３０％
×（不合格）：上記の範囲以外
【００５４】
＜各種材料例＞
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）、共重合体（ｂ）について、下記に示す材料を例示する
が、これらに限定されるわけではない。
Ａ－１：ポリカーボネート樹脂：三菱エンジニアリングプラスチックス株式会社製ユーピ
ロンＥ－２０００、重量平均分子量：３４，０００
ｂ１－１：アクリル樹脂：旭化成ケミカルズ株式会社製アクリル樹脂　デルペット９８０
Ｎ（スチレン：無水マレイン酸：ＭＭＡの質量比＝１６：８：７６、重量平均分子量：１
３３,０００）
ｂ１－２：アクリル樹脂：ダイセル・エボニック株式会社製アクリル樹脂　ＰＬＥＸＩＧ
ＬＡＳ　ｈｗ５５（スチレン：無水マレイン酸：ＭＭＡの質量比＝１５：９：７６、重量
平均分子量：１４１,０００）
ｄ１－１：アクリル樹脂：株式会社クラレ製メチルメタクリレート樹脂　パラペットＨＲ
－Ｌ（スチレン：無水マレイン酸：ＭＭＡの質量比＝０：０：１００、重量平均分子量：
９０,０００）
【００５５】
製造例１〔樹脂（Ｂ１１）ペレットの製造〕
　共重合体（ｂ）としてのデルペット９８０Ｎ（ｂ１－１）を１００質量部に対して、リ
ン系添加剤ＰＥＰ－３６（株式会社ＡＤＥＫＡ製）　０．０５質量％、およびステアリン
酸モノグリセリド（製品名：Ｈ－１００、理研ビタミン株式会社製）　０．２質量％、酸
化防止剤２,６－ジ－ターシャリーブチル－クレゾール（製品名：Ｋ－ＮＯＸ、共同薬品
株式会社製）　０．１質量％、紫外線吸収剤Ｔｉｎｕｖｉｎ１６００（ＢＡＳＦジャパン
株式会社製）　０．７質量％を加え、ブレンダーで２０分混合後、スクリュー径２６ｍｍ
の２軸押出機（東芝機械株式会社製、ＴＥＭ－２６ＳＳ、Ｌ／Ｄ≒４０）を用い、シリン
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ダー温度２４０℃で溶融混錬して、ストランド状に押出してペレタイザーでペレット化し
た。ペレットは安定して製造できた。
【００５６】
製造例２〔樹脂（Ｂ１２）ペレットの製造〕
　共重合体（ｂ）としてのＰＬＥＸＩＧＬＡＳ　ｈｗ５５（ｂ１－２）を１００質量部に
対して、リン系添加剤ＰＥＰ－３６　０．０５質量％、およびステアリン酸モノグリセリ
ド　０．２質量％、酸化防止剤２,６－ジ－ターシャリーブチル－クレゾール　０．１質
量％、紫外線吸収剤Ｔｉｎｕｖｉｎ１６００　０．７質量％を加え、製造例１と同様に混
合、ペレット化を行った。ペレットは安定して製造できた。
【００５７】
比較製造例１〔樹脂（Ｄ１１）ペレットの製造〕
　パラペットＨＲ－Ｌ（ｄ１－１）を１００質量部に対して、リン系添加剤ＰＥＰ－３６
　０．０５質量％、およびステアリン酸モノグリセリド　０．２質量％、酸化防止剤２,
６－ジ－ターシャリーブチル－クレゾール　０．１質量％、紫外線吸収剤Ｔｉｎｕｖｉｎ
１６００　０．７質量％を加え、製造例１と同様に混合、ペレット化を行った。ペレット
は安定して製造できた。
【００５８】
実施例１
　軸径３２ｍｍの単軸押出機と、軸径６５ｍｍの単軸押出機と、全押出機に連結されたフ
ィードブロックと、フィードブロックに連結されたＴダイとを有する多層押出機に各押出
機と連結したマルチマニホールドダイとを有する多層押出装置を用いて樹脂積層体を成形
した。軸径３２ｍｍの単軸押出機に製造例１で得た樹脂（Ｂ１１）を連続的に導入し、シ
リンダー温度２４０℃、吐出量を２．１ｋｇ／ｈの条件で押し出した。また軸径６５ｍｍ
の単軸押出機にポリカーボネート樹脂（Ａ－１）（三菱エンジニアリングプラスチックス
株式会社製、製品名：ユーピロンＥ－２０００、重量平均分子量：３４，０００）を連続
的に導入し、シリンダー温度２８０℃、吐出量を３０．０ｋｇ／ｈで押し出した。全押出
機に連結されたフィードブロックは２種２層の分配ピンを備え、温度２７０℃にして（Ｂ
１１）と（Ａ－１）を導入し積層した。その先に連結された温度２７０℃のＴダイでシー
ト状に押し出し、上流側から温度１３０℃、１４０℃、１８０℃とした３本の鏡面仕上げ
ロールで鏡面を転写しながら冷却し、ライン速度０．８ｍ／ｍｉｎにし、（Ｂ１１）と（
Ａ－１）の積層体（Ｅ１１）を得た。得られた積層体（Ｅ１１）の全体厚みは１０００μ
ｍ、Ｂ１１から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚に
対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は６．０％であった。積層体（Ｅ１１）の高温
高湿環境下の反り変化量は２８３μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度は２
Ｈで合格であり、破断しない最大高さは１００ｃｍで合格であり、全光線透過率は９１．
４％で合格であり、Ｈａｚｅは０．２％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００５９】
実施例２
　樹脂（Ｂ１１）の吐出量を３．５ｋｇ／ｈ、ポリカーボネート樹脂（Ａ－１）の吐出量
を２８．６ｋｇ／ｈ、ライン速度０．８ｍ／ｍｉｎとした以外は積層体（Ｅ１１）と同様
な成形条件で積層体（Ｅ１２）を得た。積層体（Ｅ１２）の全体厚みは１０００μｍ、Ｂ
１１から成る層の厚みは中央付近で１００μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚に対す
る熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１０．０％であった。積層体（Ｅ１２）の高温高
湿環境下の反り変化量は４２５μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度は２Ｈ
で合格であり、破断しない最大高さは８０ｃｍで合格であり、全光線透過率は９１．４％
で合格であり、Ｈａｚｅは０．２％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００６０】
実施例３
　樹脂（Ｂ１１）の吐出量を２．４ｋｇ／ｈ、ポリカーボネート樹脂（Ａ－１）の吐出量
を２９．７ｋｇ／ｈ、ライン速度１．０ｍ／ｍｉｎとした以外は積層体（Ｅ１１）と同様
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な成形条件で積層体（Ｅ１３）を得た。積層体（Ｅ１３）の全体厚みは８００μｍ、Ｂ１
１から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚に対する熱
可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は７．５％であった。積層体（Ｅ１３）の高温高湿環境
下の反り変化量は５３７μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度は２Ｈで合格
であり、破断しない最大高さは７０ｃｍで合格であり、全光線透過率は９１．４％で合格
であり、Ｈａｚｅは０．１％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００６１】
実施例４
　樹脂（Ｂ１１）の代わりに樹脂（Ｂ１２）を使用した以外は、実施例１と同様にして（
Ｂ１２）と（Ａ－１）の積層体（Ｅ１４）を得た。積層体（Ｅ１４）の全体厚みは１００
０μｍ、Ｂ１２から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総
厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は６.０％であった。積層体（Ｅ１４）の
高温高湿環境下の反り変化量は２６８μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度
は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは１００ｃｍで合格であり、全光線透過率は９
１．２％で合格であり、Ｈａｚｅは０．３％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００６２】
実施例５
　樹脂（Ｂ１１）の代わりに樹脂（Ｂ１２）を使用した以外は、実施例２と同様にして（
Ｂ１２）と（Ａ－１）の積層体（Ｅ１５）を得た。積層体（Ｅ１５）の全体厚みは１００
０μｍ、Ｂ１２から成る層の厚みは中央付近で１００μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の
総厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１０.０％であった。積層体（Ｅ１５
）の高温高湿環境下の反り変化量は３９７μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆
硬度は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは８０ｃｍで合格であり、全光線透過率は
９１．２％で合格であり、Ｈａｚｅは０．３％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００６３】
実施例６
　樹脂（Ｂ１１）の代わりに樹脂（Ｂ１２）を使用した以外は、実施例３と同様にして（
Ｂ１２）と（Ａ－１）の積層体（Ｅ１６）を得た。積層体（Ｅ１６）の全体厚みは８００
μｍ、Ｂ１２から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚
に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は７．５％であった。積層体（Ｅ１５）の高
温高湿環境下の反り変化量は５０２μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度は
２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは７０ｃｍで合格であり、全光線透過率は９１．
２％で合格であり、Ｈａｚｅは０．２％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００６４】
実施例７
　樹脂（Ｂ１１）の吐出量を０．４ｋｇ／ｈ、ポリカーボネート樹脂（Ａ－１）の吐出量
を３１．７ｋｇ／ｈ、ライン速度０．８ｍ／ｍｉｎとした以外は積層体（Ｅ１１）と同様
な成形条件で積層体（Ｅ１７）を得た。積層体（Ｅ１７）の全体厚みは１０００μｍ、Ｂ
１１から成る層の厚みは中央付近で１０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚に対する
熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１．０％であった。積層体（Ｅ１７）の高温高湿環
境下の反り変化量は１０９μｍで合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度はＨで合格
であり、破断しない最大高さは１３０ｃｍで合格であり、全光線透過率は９１．４％で合
格であり、Ｈａｚｅは０．２％で合格であり、総合判定で合格であった。
【００６５】
比較例１
　樹脂（Ｂ１１）の代わりに樹脂（Ｄ１１）を使用した以外は、実施例１と同様にして（
Ｄ１１）と（Ａ－１）の積層体（Ｆ１１）を得た。積層体（Ｆ１１）の全体厚みは１００
０μｍ、Ｄ１１から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総
厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は６．０％であった。積層体（Ｆ１１）の
高温高湿環境下の反り変化量は９０６μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬
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度は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは１００ｃｍで合格であり、全光線透過率は
９１．６％で合格であり、Ｈａｚｅは０．１％で合格であり、総合判定で不合格であった
。
【００６６】
比較例２
　樹脂（Ｂ１１）の代わりに樹脂（Ｄ１１）を使用した以外は、実施例２と同様にして（
Ｄ１１）と（Ａ－１）の積層体（Ｆ１２）を得た。積層体（Ｆ１２）の全体厚みは１００
０μｍ、Ｄ１１から成る層の厚みは中央付近で１００μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の
総厚に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１０．０％であった。積層体（Ｆ１２
）の高温高湿環境下の反り変化量は１１５７μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の
鉛筆硬度は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは８０ｃｍで合格であり、全光線透過
率は９１．６％で合格であり、Ｈａｚｅは０．１％で合格であり、総合判定で不合格であ
った。
【００６７】
比較例３
　樹脂（Ｂ１１）の代わりに樹脂（Ｄ１１）を使用した以外は、実施例３と同様にして（
Ｄ１１）と（Ａ－１）の積層体（Ｆ１３）を得た。積層体（Ｆ１３）の全体厚みは８００
μｍ、Ｄ１１から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚
に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は７．５％であった。積層体（Ｆ１３）の高
温高湿環境下の反り変化量は１４９１μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬
度は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは７０ｃｍで不合格であり、全光線透過率は
９１．６％で合格であり、Ｈａｚｅは０．１％で合格であり、総合判定で不合格であった
。
【００６８】
比較例４
　樹脂（Ｄ１１）の吐出量を３．８ｋｇ／ｈ、ポリカーボネート樹脂（Ａ－１）の吐出量
を２８．６ｋｇ／ｈ、ライン速度１．６ｍ／ｍｉｎとした以外は積層体（Ｅ１１）と同様
な成形条件で積層体（Ｆ１４）を得た。積層体（Ｆ１４）の全体厚みは５００μｍ、Ｄ１
１から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚に対する熱
可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１２．０％であった。積層体（Ｆ１４）の高温高湿環
境下の反り変化量は１９５９μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度は２Ｈ
で合格であり、破断しない最大高さは３０ｃｍで不合格であり、全光線透過率は９１．６
％で合格であり、Ｈａｚｅは０．１％で合格であり、総合判定で不合格であった。
【００６９】
比較例５
　樹脂（Ｄ１１）の代わりに樹脂（Ｂ１１）を使用した以外は、比較例４と同様にして（
Ｂ１１）と（Ａ－１）の積層体（Ｆ１５）を得た。積層体（Ｆ１５）の全体厚みは５００
μｍ、Ｂ１１から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚
に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１２．０％であった。積層体（Ｆ１５）の
高温高湿環境下の反り変化量は９４４μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬
度は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは３０ｃｍで不合格であり、全光線透過率は
９１．４％で合格であり、Ｈａｚｅは０．１％で合格であり、総合判定で不合格であった
。
【００７０】
比較例６
　樹脂（Ｄ１１）の代わりに樹脂（Ｂ１２）を使用した以外は、比較例４と同様にして（
Ｂ１２）と（Ａ－１）の積層体（Ｆ１６）を得た。積層体（Ｆ１６）の全体厚みは５００
μｍ、Ｂ１２から成る層の厚みは中央付近で６０μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚
に対する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は１２．０％であった。積層体（Ｆ１６）の
高温高湿環境下の反り変化量は８７５μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬
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度は２Ｈで合格であり、破断しない最大高さは３０ｃｍで不合格であり、全光線透過率は
９１．２％で合格であり、Ｈａｚｅは０．２％で合格であり、総合判定で不合格であった
。
【００７１】
比較例７
　樹脂（Ｂ１１）の吐出量を１０．５ｋｇ／ｈ、ポリカーボネート樹脂（Ａ－１）の吐出
量を２１．６ｋｇ／ｈ、ライン速度０．８ｍ／ｍｉｎとした以外は積層体（Ｅ１１）と同
様な成形条件で積層体（Ｆ１７）を得た。積層体（Ｆ１７）の全体厚みは１０００μｍ、
Ｂ１１から成る層の厚みは中央付近で３００μｍであり、（Ｂ）層と（Ａ）層の総厚に対
する熱可塑性樹脂（Ｂ）層の厚みの割合は３０．０％であった。積層体（Ｆ１７）の高温
高湿環境下の反り変化量は１５２８μｍで不合格であり、熱可塑性樹脂（Ｂ）の鉛筆硬度
は３Ｈで合格であり、破断しない最大高さは５０ｃｍで不合格であり、全光線透過率は９
１．４％で合格であり、Ｈａｚｅは０．２％で合格であり、総合判定で不合格であった。
【００７２】
　実施例および比較例で得られた結果を表２に示す。
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【表２】

【００７３】
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　以上のように、本発明による樹脂積層体はポリカーボネート系樹脂層に熱可塑性樹脂層
が積層された樹脂積層体である。そして、この熱可塑性樹脂層が所定の組成比の芳香族ビ
ニル単量体単位、不飽和ジカルボン酸無水物単量体単位およびアクリル化合物単量体単位
を含む共重合体であり、所定の総厚に対する熱可塑性樹脂層の厚みの割合、且つ、ポリカ
ーボネート系樹脂層と熱可塑性樹脂層の総厚が所定の厚さ以上であることで、本発明によ
る樹脂積層体は高温高湿下に曝されても耐反り変形性に優れるという特徴を有する。
【００７４】
　例えば、所定の組成比の芳香族ビニル単量体単位、不飽和ジカルボン酸無水物単量体単
位およびアクリル化合物単量体単位の共重合体（ｂ１－１またはｂ１－２）を熱可塑性樹
脂に用いた積層体（実施例１～７）は、アクリル化合物単量体単位のみからなる熱可塑性
樹脂（ｄ１－１）を用いた積層体（比較例１～３）より高温高湿環境下の反り変化量を抑
制している。
　しかし、所定の組成比の芳香族ビニル単量体単位、不飽和ジカルボン酸無水物単量体単
位およびアクリル化合物単量体単位の共重合体を熱可塑性樹脂に用いた積層体であっても
、ポリカーボネート系樹脂層と熱可塑性樹脂層の総厚が薄い積層体（比較例５～６）や総
厚に対する熱可塑性樹脂層の厚みの割合が高い積層体（比較例７）は高温高湿環境下の反
り変化量の抑制ができていない。
　このように本発明による積層体は、従来のアクリル樹脂とポリカーボネートの積層体の
高温高湿環境下の反り変化量を抑制することができる。
【００７５】
　以上のように、高温高湿環境下の反り変化量を抑制する本発明による樹脂積層体は、透
明基材材料や透明保護材料などとして好適に用いられ、特にタッチパネル前面保護板、Ｏ
Ａ機器用または携帯電子機器用の前面板として好適に用いられることができる。
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